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障害者支援施設等注１による製作物品及び提供役務の利用について（依頼） 

 

 このことについて、平成１８年４月から施行されている障害者自立支援法において、障害者支援

施設等における就労支援（授産）事業を通じた障害のある方の収入（工賃注２）の水準向上について、

積極的に推進していくこととされています。 

また、平成２０年３月に地方自治法施行令第１６７条の２第１項第３号（３号随意契約）が改正

され、県が随意契約することができる場合に、障害者支援施設等からの役務の提供を受ける契約が

追加されました。 

 このため、今回、県における随意契約による物品調達等の際の参考として、県内の障害者支援施

設等による製作物品及び提供役務について、別紙のとおり取りまとめました。 

 予定価格が３０万円を超えない随意契約の場合は、複数の者から見積書を徴する必要がないとさ

れていますので、特に積極的な利用をお願いします。 

障害者支援施設等における就労支援（授産）事業が安定的に運営されることによって、利用者で

ある障害のある方の収入の水準を改善することができるよう支援をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 障害者支援施設等に関する問い合わせ 

健康福祉部障害福祉課 障害者就労支援チーム 谷脇（浅野） 

ＴＥＬ （０８８）８２３－９５６０ 

○ 随意契約の事務に関する問い合わせ 

会計管理局会計企画課 会計・契約支援担当 

ＴＥＬ （０８８）８２３－９０９３ 

 

様 



注１ 障害者支援施設のほか、地域活動支援センター、障害福祉サービス事業（生活介護、就労移行支

援又は就労継続支援を行う事業所に限る。）を行う施設を指し、経過措置として更生施設、授産施設、

福祉工場を含みます。 

 

注２ 障害者支援施設等を利用している障害のある方が、当該施設における就労支援（授産）事業を通

じて得る収入のことを「工賃」といいます。 

   なお、平成１８年度における県内の就労支援（授産）施設等から障害者に支払われた工賃の月額

平均（１日５時間、月２０日間作業すると仮定して算出）は、１６，０１３円です。                                 


